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施した。 2100 人を対象とし回収率は 69%である。 2013 年度までに、仙台市と、仙台
市北部に隣接する郡部での社会調査を実施している。また、昨年度までに、科学研
究費により、東京都と仙台市における調査を実施しており、それと比較できるデー























       表１  2014 東京都調査（文部科学省科学研究費による）  
 
 母集団     東京都の 20 歳以上の男女                       
 標本数     1500 人                                       
 有効回収数    769 人  回収率 51％                            
 回収期間    2014 年 11 月 6 日から 12 月 31 日  
 回収法     留め置き調査法   学生が訪問して回収  一部は郵送回収  
 標本抽出法   無作為抽出法  エリアサンプリング（確率比例 3 段抽出法）   
   人口分布にもとづき 50 地点を抽出、調査員が各地点にて    
   30 の家を選び家のポストに調査票を配布                    




       表２  2015 仙台市調査  
 
 母集団     仙台市の 20 歳以上の男女                       
 標本数     1800 人                                       
 有効回収数   1210 人  回収率 67％               
 回収期間    2015 年 3 月 5 日から 2015 年 4 月 31 日              
 回収法     留め置き調査法   学生が訪問して回収  一部は郵送回収    
 標本抽出法   無作為抽出法  エリアサンプリング（確率比例 3 段抽出法）   
   人口分布にもとづき 60 地点を抽出、その他は 2014 調査と同じ  
   
 
 
 2014 と 2015 年度は、調査実施とデータ作成に、かなりの時間を使うこととなった。調査会社に委託せずに、調
査員を直接管理し、予備サンプルや補充サンプル等は用いずに、当初予定した調査対象者のみから、厳密に回収を
行い、調査実施法の技術を蓄積することを含め、貴重な研究成果を挙げることができたといえるだろう。調査員の













研究【経過・成果】の概要 つづき  
 
 福 島 市 に お け る 社 会 調 査 に つ い て は 、福 島 大 学 の 社 会 学 者 と 連 絡 を 取 り つ つ 、以 下
の よ う に 計 画 し た 。  
 
       表 ３  2015 福 島 市 調 査  
 
 母 集 団     福 島 市 の 20 歳 以 上 の 男 女       
 標 本 数     2100 人                       
 有 効 回 収 数     1452 人  回 収 率 69％    
  回 収 期 間    2015 年 6 月 4 日 か ら 2015 年 7 月 31 日           
 回 収 法     留 め 置 き 調 査 法   学 生 が 訪 問 し て 回 収  一 部 は 郵 送 回 収    
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